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研究要旨 

本研究の目的は、厚生労働省が推進するPersonal Health Record (PHR)サービスを俯瞰するとともに、PHRサ

ービスの利活用に関わる要因の探究と、PHRサービスの利活用とアウトカムとの関連の検討を行うことである。

また、個々に最適なPHRサービスの提供について検討するとともに、PHRサービスの利活用による行動変容促進モ

デルの構築を目指す。厚生労働省はマイナポータルを通じて個人に健診情報等を提供し、個人が自身の健康状態

を理解し、健康行動に対する態度が変わることによって健康状態の改善を目指している。しかし、PHRサービス

の効果に関する学術的根拠は依然として乏しく、標準的なサービス展開モデルも確立されていない。さらに、PH

Rサービスは多様であり、サービス内容や提供方法にも大きな異質性が存在する。このような背景があるなか、3

年目である本年度の成果は以下のとおりである。 

 

【1. PHRサービスの全体像の俯瞰に関する研究】 

PubMed、PsychInfo、CINAHLを用いてレビュー論文を検索し、PHRサービスの利用に関わる因子、PHRサービスと

アウトカムとの関連について記載のある英語文献12報を抽出した。PHRを指す用語としてtethered PHRあるいはpa

tient portal、untethered PHRなどが使われており、それぞれ異なる機能を示していることがわかった。PHRの機

能としては、電子カルテの閲覧のほかに、医療者とのメッセージ、処方のリフィル、予約の取得、自身の健康管理

機能などが挙げられていた。PHRサービス利用開始・継続に関わる個人の属性として年齢や性別、人種、インター

ネットや情報との関わりなどの要因が報告されていた。電子カルテ閲覧機能と疾患コントロール改善との関連に

ついては複数報告があるものの、自身の健康管理機能とアウトカムとの関連に関する研究は少なく、これらについ

ての検討が今後必要であると考えられた。本レビュー結果を論文化し、『日本公衆衛生雑誌』のJ-STAGEにて早期

公開された。 

 

【2. データに基づく行動変容効果の検証に関する研究】 

株式会社JMDCおよびライフログテクノロジー株式会社の協力を得て解析を行った。JMDC社のPep Upデータでは、2

022年度健診時点でPHR未利用であった1,038,173人のうち65,087人（6.3%）が健診後1年以内にPHRを利用開始して

いた。PHR利用者は非利用者に比べて、もともと健康意識の高い層に多い傾向がみられた一方、朝食欠食、喫煙、

運動といった生活習慣の改善割合が高く、収縮期血圧、中性脂肪、LDLコレステロールの改善幅も統計学的に有意

に大きかった。ライフログテクノロジー社のカロミルデータでは、新規利用開始者の追跡により、特に利用開始

から3か月程度までの時期に、生活習慣改善に向けた自信の向上や行動変容ステージの前進が認められた。また、

6か月以上の長期利用者では、PHRを用いたモニタリング項目数の多さや目標設定の実施が、自己制御能力および

セルフ・エフィカシーの高さと有意に関連していた。 

【3. 行動変容促進モデルの構築に関する研究】 

仮説として構築したモデルに「PHR サービスの全体像の俯瞰に関する研究」「データに基づく行動変容効果の

検証に関する研究」で得た見解を統合し、特に PHR サービスの「機能」と支援時期（タイミング）に着目した最

終的な行動変容促進モデルを構築した。構築した行動変容モデルをもとに、自治体や企業健保等で PHR サービス

を利活用したことによる行動変容や健康状態の改善等のアウトカムにつなげるためのアセスメント・実施・評価

の観点を「プリシード・プロシードモデル」を用いて整理した。本成果は、PHR サービスを用いた保健指導を導入

している（または導入検討中の）自治体や企業健保等、保健指導実施者側に向けたハンドブックとしてまとめ、

厚生労働省 健康・生活衛生局健康課に共有するとともに、国立健康危機管理研究機構国際医療協力局グローバル

ヘルス政策研究センターHP でも公開予定である。 
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A． 研究目的 

厚生労働省ではマイナポータルを通じた個人への

健診等情報の提供を行うPHRサービスを近年開始し

ている。厚生労働省のPHRサービスでは健康改善へ

のインセンティブはないが、PHRサービスを通じて

自身の健康状態を理解することで健康行動に対する

態度が変わり、健康行動が増え、ひいては健康状態

が改善して医療アウトカムが改善することが期待さ

れる。数少ないエビデンスの1つとして、永井ら1

は、株式会社JMDCのPHRサービスPepUp®へのログイ

ン行動と健診値の改善に正の相関を見出した。しか

し、PHRサービスの効果についての学術的根拠は未

だ乏しく、加えてサービス展開のプロトタイプとな

るべきモデルが確立していない。PHRサービスは民

間主導で様々な工夫がなされており、サービス内容

の異質性が高い。例えば民間医療保険と連携して個

人が自身の健康状態等を改善すると保険料割引等の

インセンティブが与えられるもの、PHRサービスの

特定機能の利用にインセンティブを付与するものな

どがある。多様であるが故、サービス内容を切り分

け、例えば自発的効果のみについて論じることが困

難である。本研究では本邦のPHRサービスを俯瞰す

るとともに、PHRサービスの利活用に関わる要因の

探究と、PHRサービスの利活用（特に自発的効果）

とアウトカム（態度、健康関連行動、健康状態、医

療アウトカム、医療費）との関連の検討を行う。ま

た、個々に最適なPHRサービスの提供について検討

する。併せて、PHRサービスの利活用による行動変

容促進モデルの構築を目指す。 

 

B． 研究方法 

本研究は、【PHRサービスの全体像の俯瞰に関す

る研究】、【データに基づく行動変容効果の検証に

関する研究】、【行動変容促進モデルの構築に関す

る研究】の大きな3つのテーマにわけ、研究を推進

した。3年目である今年度は、厚生労働省との会議

を2回、その他研究班員間で月1回以上の打ち合わせ

などを行い、議論を深めた。 

 

（倫理面への配慮） 

レセプト・健診・PHRデータ等を用いたPHRの利用

と健康効果についての検討については、国立健康危

機管理研究機構の倫理審査委員会にて承認された

（承認番号: NCGM-S-004855-01） 

食事・健康管理アプリのデータ等を用いた、アプ

リ利用と健康効果に関連する因子についての検討に

ついては、国立健康危機管理研究機構の倫理審査委

員会にて承認された（承認番号: NCGM-S-004907-0

0） 

保健師や管理栄養士へのインタビュー調査につい

ては、新潟県立大学、国立健康危機管理研究機構の

倫理審査委員会にて承認された（承認番号:新潟大

学：2335、国立健康危機管理研究機構：NCGM-S-004

823-00） 

C． 研究結果 

【1. PHRサービスの全体像の俯瞰に関する研究】 

PubMed、PsychInfo、CINAHLの3データベースから

延べ121報の論文を抽出し、重複を除いた88報を題

名・抄録による一次スクリーニング対象とした。40

報に対して本文スクリーニングを行い、対象論文で

ある12報を抽出した（資料1）。 

 

n PHRを指す用語と分類、機能 

PHRは大きくtethered PHRとuntethered PHRに分

けられ、patient portalという用語も前者と同等の

意味で用いられていた2,3（資料2）。PHRの機能とし

ては、電子カルテの閲覧などの他に、医療者とのメ

ッセージ、処方のリフィル、予約の取得、健康状態

のモニタリング、シェアなどが挙げられた。 

 

n PHRサービスの利用・継続に関連する因子 

PHRサービスの利用・継続に関わる個人の属性と

して、高学歴、高収入、男性、若年、白人の人種、

保険への加入などが多く報告されていた3,4。また、

インターネットや情報へのアクセスと関連があると

報告があった3。 

 

n PHRサービスの利用とアウトカムの関連 

PHRサービスの利用と関連するアウトカムとして

は、エンパワメントやモチベーション、ポジティブ

な行動変容などの個人の意欲や態度、服薬アドヒア

ランスや定期受診といった行動レベルの変化、血圧

や血糖コントロールなどの健康状態、入院イベント

の減少など医療アウトカムなどとの関連が報告され

ていた5,6。 

本レビュー結果は『日本公衆衛生雑誌』のJ-STAG

Eにて早期公開された7。 

 

【2. データに基づく行動変容効果の検証に関する

研究】 

(1) レセプト・健診・PHRデータ等を用いたPHR

の利用と健康効果についての検討 （資料3） 

JMDC社から提供されたデータについての分析は、

PHR導入保険者に加入している被保険者において、P

HR利用者と非利用者の属性の比較を行った。2022年

度の健診時点でPHRを利用していなかった対象者（n

=1,038,173）のうち、6.3%が健診後1年以内にPHRを

利用開始していた（平均年齢42.1[SD 11.1]歳）。P

HR利用者は男性が47,975人（73.7%）であり、PHR非

利用者の男性623,370人（64.1%）と比べて割合が高

かった。PHR利用者は非利用者に比べ、利用開始前

の時点ですでに生活習慣の改善に取り組んでいた者

や、健康状態が比較的良好な者（健康意識の高い

層）が多い傾向が確認された。 
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PHR利活用とアウトカムの関連について分析した

結果、PHRを利用している人は生活習慣が改善した

人の割合が有意に高かった（PHR非利用者に対するP

HR利用者のオッズ比：朝食摂取 OR 1.2、禁煙 OR 

1.3、運動 OR 1.1）。この関連は、PHRの利用回数

が多い人ほど強くなる傾向がみられた。また、健診

値の改善幅についても、PHR利用者の方が統計学的

に有意に大きかった（収縮期血圧 -0.7mmHg、中性

脂肪 -5.0 mg/dL、LDLコレステロール -0.5 mg/d

L）。ただし、これらの改善幅はいずれも小さく、

臨床的意義は限定的であった。 

 

(2) 食事・健康管理アプリのデータ等を用い

た、アプリ利用と健康効果に関連する因子につい

ての検討 （資料4）  

ライフログテクノロジー社から提供されたデータ

について、新規利用開始者（n=475,680）のログ解

析から、男性、40代以上、チーム機能を利用した

者、有料プランに加入した者において、よりPHRの

利用を継続しやすい傾向が認められた。利用開始時

（n=11,509）と1ヶ月後（n=3,841）のアンケート比

較では、食生活の改善について「既に改善に取組ん

でいる（6ヶ月未満）」の割合が26.4%から59.5%へ

と大幅に増加し、「改善するつもりである（概ね6

ヶ月以内）」は29.3%から14.1%へ減少した。同時

に、生活習慣改善に向けた取り組みを行う「自信

（セルフ・エフィカシー）」について、「とても自

信がある」「まあまあ自信がある」と回答した割合

の合計が46.5%から60.6%へ顕著に増加し、導入初期

の行動の強化が確認された。 また、6ヶ月以上の長

期利用者（n=2,014、平均年齢38.8歳、女性70.4%）

を対象とした重回帰分析の結果、食生活改善の行動

変容ステージの高さは、PHRを用いた「モニタリン

グの項目数が多いこと（標準化β=0.154）」や「目

標設定（取り組み内容の決定）をしていること（標

準化β=0.113）」、および「自己制御能力が高いこ

と（β=0.142）」や「セルフ・エフィカシーが高い

こと（β=0.089）」と統計学的に有意に関連してい

た（いずれもp<0.001）。 

 

【3. 行動変容促進モデルの構築に関する研究】 

PHR サービス利活用による行動変容の重要概念を、

初年度から 2 年目にかけて得た知見、及び【1. PHR

サービスの全体像の俯瞰に関する研究】【2. データ

に基づく行動変容効果の検証に関する研究】をもと

に、プリシード・プロシードモデルの枠組みを用いて

整理した（資料 5）。整理した内容をもとに、行動変

容促進モデルの概念図を作成すると共に、PHR サービ

スを効果的に利活用するためのアセスメント視点を

提起した。 

これらの成果をもとに、PHR を用いた保健指導を導

入（検討）中の自治体や企業健保等に向けた『生活習

慣病予防事業における保健指導対象者への PHR サー

ビス利活用促進に向けたハンドブック ～健康行動

を促すための PHR 利活用のコツ～』を作成した。ハ

ンドブックには、PHR 利活用の効果、対象者の適性、

現場で実用化するためのアセスメント・実施・評価の

チェックリストを提示した。  

 

D． 考察 

【1. PHRサービスの全体像の俯瞰に関する研究】 

PHRサービスの俯瞰およびPHRサービスの利用に関

わる要因とアウトカムに関連する文献のレビューを

行なった。PHRの機能は多岐にわたり、それを指す用

語も複数抽出された。用語はtetheredとuntethered

に大別され、それぞれ電子カルテ情報の閲覧を中心

とした機能と、自身の健康情報を記録する機能を指

していた。 

PHRサービスの利用開始・継続に関わる属性として

は、高学歴、高収入、男性等が抽出された。また、イ

ンターネットとの関わりの強さも関連していること

がわかった。ITリテラシーの程度によって格差が拡

がらないように、サービスを設計していくことが重

要である。 

PHRサービスの利用とアウトカムとの関連につい

て、多くの文献でtethered PHRについて評価してお

り、untethered PHRの評価は少数であった。さまざ

まな機能をもつ複合的なPHRサービスでは機能別に

切り分けて効果を評価することは困難であるものの、

今後検討が必要である。 

【2. データに基づく行動変容効果の検証に関する

研究】 

PHRの継続的な利活用が実際の生活習慣（禁煙、

運動の開始、朝食欠食の改善等）の改善や、血圧・

脂質などの健診値の有意な改善に関連することが実

証された。JMDC社のデータからは、もともと健康意

識が高い人においてPHR利用開始者が多い傾向が確

認された。これは、PHRが自発的な行動変容ツール

として機能する一方で、無関心層や健康課題を抱え

つつもアクションを起こせていない層に対しては、

単にアプリを提供するだけでは不十分であり、介入

方法の工夫が必要であることを示している。 これ

に対する一つの解が、ライフログテクノロジー社の

データ分析およびインタビュー調査から導かれた。

新規利用開始後1〜3ヶ月で対象者の「自信（セル

フ・エフィカシー）」と「実際の取り組み（行

動）」が向上したことは、導入初期の介入が重要で

ある可能性を示している。さらに、長期利用者の分

析から、記録（ログ）に加え、多項目にわたるモニ

タリングや具体的な目標設定といった「自己制御に

関わる機能」を活用することは、行動変容ステージ

が高い状態であることと関わることが示された。 

【3. 行動変容促進モデルの構築に関する研究】 

保健指導等で、PHR サービスを利活用し行動変容に

つなげるための要点として、1）導入前、対象者の適

性（例：ICTリテラシー、行動変容に対する意欲・態
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度、性格・趣向）を評価すること、2）利用開始期（利

用開始 1〜2週間程度）、PHR サービスの「診療情報・

検査結果の閲覧機能」や「モニタリング機能」の利活

用を促し、対象自身の課題（行動）への気づき（動機

づけ）から適切な行動目標の設定につなげること 3）

利用定着期（2週間〜1ヶ月以降）、「メッセージ・

チャット機能」等を用い、指導者（専門家）からの適

時適切なフィードバックや目標の見直しを併行する

ことで行動を強化（習慣化）することを提起した。本

研究をもとに作成したハンドブックは、厚生労働省 

健康・生活衛生局健康課にも共有し、PHR サービスの

効果的な利活用に向けた政策展開に活用いただく他、

国立健康危機管理研究機構国際医療協力局グローバ

ルヘルス政策研究センターの HPでも公開し、自治体

や保険者に広く活用いただく予定である。  

【全体を通じて】 

本研究事業は、3年間を通じて本邦における個人主

導型健康管理（PHR）の有効性を多角的に検証し、

その社会実装に向けた理論的・実践的基盤を構築し

た 。1年目および2年目における国内外の文献レビ

ューと概念抽出により、PHRの異質性や機能別アプ

ローチの重要性が浮き彫りとなった。これらを踏ま

え、最終年度（3年目）にかけて実施した大規模レ

セプトデータ（PepUp）および食事・健康管理アプ

リ（カロミル）の網羅的データ解析により、PHRの

継続利用が生活習慣の改善や健診値の適正化、ひい

ては自己制御能力（セルフ・エフィカシー）の向上

に寄与するという量的・質的エビデンスを蓄積し

た。一方で、データ分析からは「もともと健康意識

の高い層」において自発的な利用や効果が出やすい

というバイアスの課題も明確になった。この課題に

対する実践的な解として、本研究では行動科学の理

論を取り入れた「PHR利活用による行動変容促進モ

デル」を確立し、導入初期から定着期に至るまでの

最適な機能活用と専門家によるフィードバックのあ

り方を提示した。本研究の最終成果として編纂され

たハンドブックは、単にアプリを配布するだけでな

く、対象者のICTリテラシーや行動変容ステージに

応じた個別化された支援を可能にするものであり、

自治体や企業健保における保健指導の質的向上に貢

献するものと思われる。今後は、本研究で得られた

知見およびモデルを実社会の政策展開や社会実装の

中でさらに検証し、低コストで持続可能な医療費適

正化システム、および社会全体での健康増進システ

ムの構築へ繋げていくことが期待される。 

 

E． 結論 

本研究では、本邦におけるPHRサービスの俯瞰的

整理、実データに基づく量的・質的エビデンスの蓄

積、ならびに「PHR利活用による行動変容促進モデ

ル」の構築を行った。さらに、これらの知見をもと

に、保健指導現場で活用可能なハンドブックを作成

した。 

大規模データの検証からは、PHRの利活用が自己

制御能力やセルフ・エフィカシー、健康関連行動、

健診値の改善と関連することが示された。ただし、

利用者の選択バイアスや改善幅の限定性を踏まえ、

今後は社会実装の中で効果検証をさらに進める必要

がある。 

PHRサービス利活用を通して行動変容につなげる

には、対象者の適性を見極めることが重要である。

その上で、行動変容の動機づけに寄与するPHR機能

の利活用促進や、行動目標の設定・長期にわたる望

ましい行動の獲得・習慣化に向けた行動専門家によ

る適時適切な支援を組み合わせることで、健康行動

の変容と習慣化がより効果的に促進される可能性が

示された。 
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資料 1：文献抽出のフローチャート 

 
  

PubMed
64報

延べ121報

本文
スクリーニング対象

40報

本レビュー対象論文
12報

PsychInfo
44報

CINAHL
13報

題名・抄録
スクリーニング対象

88報

重複
33報

除外
48報

除外
28報

図S1. 文献選択のフローチャート
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資料 2：PHR 関連の呼称と定義 

呼称 定義 

Personal health 

record (PHR) 

個人の健康記録そのもの、もしくは、健康記録

をサポートするのに用いられる情報システム 

生涯にわたる健康情報にアクセス、管理し、必

要とする人々に適切な部分を提供できる、コン

ピュータベースのツールセット 

Untethered PHR PHR のうち、個人のコンピュータもしくはユー

ザーのみが情報を入力保持できるインターネッ

ト上のポータルサービスに隔離されているもの 

Tethered PHR PHR のうち、電子カルテなどの患者情報を電子

的に持つ組織にある情報と繋がって提供される

もの 

Patient Portal 患者が個人的な健康情報にアクセスし、健康状

態を管理し、ケアチームとコミュニケーション

できるようにする PHR の一種。Tethered PHR

と同様の意味を持つ。 

Patient-

accessible 

electronic 

health records 

(PAEHR) 

（明確な定義についての記載はないが）

tethered PHR, patient portal とほぼ同様の

意味を持つと思われる。 
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資料 3: レセプト・健診・PHR（PepUp）データ等を用いた分析の対象者フロー 

 

 

 
 

 

  

PHR導⼊保険者の被保険者
n=2,768,430

2022年度の健診未受診 n=323,015

2022年度の健診を受けた⼈
n=2,445,415

対象者
n=1,038,173

糖尿病、脂質異常症、⾼⾎圧症で2022年度の健診から
半年前以内に受診歴がある⼈

n=344,471

健診⽇以前にPHR利⽤開始した⼈ n=485,296

PHR導⼊が健診前半年以内 n=577,475

– PHRの利⽤と関連する要因の分析対象

2023年度の健診で各検査結果がB,C,Dのいずれかに判定さ
れた⼈

2023年度の健診で、各健康⾏動の質問項⽬において、健康
⾏動をとっていないと答えた⼈

収縮機⾎圧
n=227,140

拡張期⾎圧
n=174,247

中性脂肪
n=173,212

LDL-Chol
n=489,882

HbA1c
n=268,851

喫煙
n=278,524

運動
n=710,453

朝⾷摂取
n=292,330

飲酒
n=533,452

睡眠
n=344,131
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資料 4：食事・健康管理アプリ（カロミル）のデータ等を用いた分析の概要図 
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資料 5：PHR 利活用による行動変容プロセスの抽出概念・カテゴリー 
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